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はじめに
およそ理論というものは，解決が求められている現実の問題に答えることを使命とす
るものである。このことが法解釈学説に妥当することは，
うまでもないであろう。
その明白な実践性からしてい
かかわらず，
しかし，法解釈学説の使命の果たし方には． 一定の制約がある。すなわち．それは，
実定法の存在，それも近代以降の法治国家においては制定法の存在を前提とし，解釈と
いう枠の範囲で現実の問題に答えなければならない。このような制約は，さまざまな解
釈技法を生み出すことになる。法解釈学は，制定法の存在を前提とするはずであるにも
そのさまざまな技法を用いて，制定法上13Jj文が存在しない権利の存在を確
というよりもそれを生み出すこともある。人権解釈論において，認する， これは珍しい
ことではない。
本稿が対象とする知る権利は，窓法上明文がないといわれるが，これが憲法上の権利
であることを否定する見解は今日の学説上存在しない。学説は，表現の自由を取り囲む
現代的状況が提起する問題に応じて，知る権利を憲法上の権利として確立することに努
今日，知る権利に触れない基本書は存在しない1)0 めてきたのである。その結果． しか
1) この点は，「思想および意見の自由な伝達は，人のも っとも貴重な権利の 1つで
ある」と定める人権宜言11条 （阿部照哉・畑拇行編『世界の憲法集 〔第4版〕』／
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しながら，学説の弁証は，実践的課題への応答を急ぐあまりか，必ずしも充分に詰めら
れていないままになっているように思われる。現実の提起する問題に答えるためには，
現実認識を明確にし，現実適合的な議論を展開する必要がある。その点で，従来の通説
的な議論には，不充分さや飛躍があるようにみえる。また．知る権利の物神化 (£eti-
chisation) ともいうべき弊もなきにしもあらずで，そのため各論的な議論に混乱を招い
たのではないかとも思われる。
もとより，このような問題意識がこれまでに学界内になかったわけではない2)。本稿
は，先行するいくつかの議論に導かれつつ，従来の通説的な議論に対する素朴な疑問を
提ホし，箪者なりの談論の組み替えの方向を示すことを目的とするごくささやかな覚吉
である。
2 知る権利は新しい人権か？
知る権利が，第 2次大戦後，戦時中厳しい言論統制ドに置かれていたアメリカの
ジャーナリストによって新たに主張され始めた権利であるということは，｝剖知の事実で
ある3)。そこで．これは新しい人権であるといわれる。たしかに，アメリカ憲法史のコ
ンテクストにおいてみれば，知る権利は新しい人権といってよいであろう。情報の送り
手の権利である表現の自由がもっばら保障されてきた国で，はじめて情報の受け手が注
目されたのであるから，知る権利はそれまで知られていなかった新しい権利といっても
差し支えないのであろう。
しかし， 日本国憲法の解釈上これを新しい人権ということには少なくともなにがしか
の留保が必要なのではないかと思われる。
そもそも「新しい人権」とは何か？ 「新しい人権」とは， 「憲法制定時には予想され
"'(有信堂,2009年） 412頁（和田進訳））をもつフランスにおいて，知る権利 (droit
a !'information, droit de savoir)について論じる基本書がほとんどないのと対照的
である。例外的に知る権利について論じる JeanRivero, Les Libertes publiques, t.2, 
6e ed., P. U. F., 1997, pp. 216-217も1頁足らずを割くにすぎず．そこに知る権利
に関してH本で行われているような誠論はみられない。ただし，そこで多元主義を
読み手の権利とプレスの自由との対立を調整する原理として評価している点は， 日
本ではあまり論じられていない点であり，注Hに値する。
2) とりわけ重要なのは，佐藤幸治の議論である。参照，佐藤幸治 「人権論への覚害
き一ー『知る権利」論に寄せて一 」同 『現代国家と司法権l(有斐閣， 1988年）。
3) 参照，千葉雄次郎 「新聞人の『知る権利』運動」同『知る権利l(東大出版会，
1972年）。
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ておらず，その後の社会の進展によって採障が要諸される」4)ことになる人権をいう 。
ここで，憲法制定時に予想されていなかったというのは，どのようなことをいうのであ
ろうか。制定時の予想を何にみてとるべきなのか。憲法制定過程において審議されな
かったとか，言及されなかったとかいうことが．予想されていなかったという意味なの
であろうか。しかし，そもそも憲法制定過程の審議は，憲法法源たりえないのではない
か。憲法法源は，何よりも憲法典の条文であるはずである。そうすると，憲法制定時の
予想は，憲法典の条文に表明されているとみなすぺきことになる。このように考えると，
憲法制定時に予想されていなかったというのは， 「憲法の条文に照らして想定外とみな
される」という意味になろう。さらにその意味は，単に「憲法典に明文がない」という
ような意味でもないてあろう 5)。もしそのような意味だとすると，たとえば集団行進の
自由や営業の自由も新しい人権の候補になるかもしれない。しかし，通常，前者は憲法
21条によって保障されていると解され，後者は憲法22条ないし29条によって保障されて
いると解される。つまりいずれも窓法の条文に照らして想定の範囲内にあると解されて
いるのであり，この点についてとくに争いはない。そうすると，新しい人権とは，憲法
制定後の社会の発展によって発生した憲法上保護に値すると考えられる利益であって，
どの権利の1米護領域に属するのか，あるいはどの条文に根拠をもつのかが明確ではない
利益をいうということになろう 6)0 
4) 野中俊彦ほか 『憲法I〔第4版〕』（有斐I祖， 2006年）210頁（中村睦男執箪）。
5) 実は，そもそも明文の存否ということの意味が問題となる。それが文言それ自体
の存否の問題であるとすれば，ことはきわめて容易な認識の問題にすぎず，そもそ
も問題にならない。明文の存否が，文言そのものの存否という問題ではないとする
と，それは，まさに明文があるといってよいか否かという解釈の問題なのである。
6) 新しい人権という概念を合理的に理解しようとすると，このようになると思われ
る。しかし，こうしてみると，「新しい人権」なる概念がことさら必要なのか，疑
問が生じる。規範と現実との乖離が新たな法の解釈を要請することは珍しいことで
はないからである。新しい人権なるカテゴリ ーを設定することの解釈論上の意義は，
憲法13条が具体的人権を保障するのかが論議されたコンテクスト （芦部信喜 『憲法
学ITl (有斐閣， 1994年） 329頁以りにおいて理解できるとしても，それ以上のも
のではないであろう 。ともあれ，ここに示した「新しい人権」概念理解が従来の見
解と整合的であるかどうかは定かでない。従来の議論では，論者によっては，平和
的生存権が新しい人権に含められているが（たとえば，野中ほか・前掲書210頁
（中村執筆）），明文のある平和的生存権がなぜ「憲法制定時には予想されておらず，
その後の社会の進展によって保障が要詰される」 権利なのカ~，理解に苦しむ。 この
楊合， 「新しい人権」の新しさが，近代的自由権よりも文字どおり歴史的に新し／
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そこで， 日本における知る権利の誕生の経緯を簡単に想起するなら，そもそも日本国
憲法制定の時点ですでにいわゆる送り手と受け手の分離という状況は存在していた。ア
メリカにおけるジャーナリストの知る権利巡動はただちに日本にも紹介されており，早
くも1953年の新聞週間の標語に「報道の自由が守る知る権利」が掲げられているのであ
る。U本の憲法学説が本格的にこの権利に注目するようになるのは1970年代になってか
らであるが，このような経緯からすれば， U本でも知る権利が問題となる状況は憲法
制定とほぼ同時に知られていたといってもよいであろう。してみると， 1:本の戦後史と
いうコンテクストにおいて，知る権利は，憲法制定後の社会の発展によって発生した新
たな利益とはいえないであろう。
もとより，知る権利が新しい人権てはないにしてもそれが憲法上の根拠や法的性格
に関する解釈論上の問題を抱えていることはいうまでもない。
3 知る権利は表現の自由に含まれるのか？
(1 } 送り手と受け手の分離は特殊現代的現象か？
知る権利の登場の背景には，表現の送り手と受け手の分離という現代的状況があると
指摘される。表現の送り手と受け手の分離なる状況は， しばしば次のように説明される。
「表現の自由は，情報をコミュニケイトする自由であるから，本来． 『受け手』の存在
を前提にしており，知る権利を保障する意味も含まれているが， 19世紀の市民社会にお
いては，受け手の自由をとくに問題にする必要はなかった。ところが， 20世紀になると，
社会的に大きな影饗力をもつマス・メディアが発達し，それらのメディアから大景の情
報が•方的に流され，情報の 『送り手」 であるマス・メディアと情報の 『受け手』 であ
る一般国民との分離が顕著になった」7)0 
しかし，ここにいう19世紀の市民社会は，過度に理念化されている といわなければな
らないであろう。この種の議論が通常念頭に置いているヨーロッパ諸国は， 19世紀前半，
いまだ近代憲法を持っていなかった。フランスにおいても 1789年革命後19世紀後半ま
で国家形態がめまぐるしく転換していた。おおざっぱに言えば， 1848年以前のヨーロッ
パ諸国の市民社会は，貴族対新典中産階級・下層階級プロックという政治的対抗によっ
ヽいという点に求められているようであり，概念の混乱がみられる。ちなみにこのよ
うな 「新しい人権」概念は戦後且本社会においては無意味である。何故なら，戦
後日本社会にとっては，すべての人権が等しく新しかったからである。
7) 芦部信喜『憲法〔第4版〕』（岩波害店， 2007年） 166頁。
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て構造化されていた。それが19世紀後半には，貨族・上層プルジョアジーブロック対新
興労働者階級という新たな政治的対抗に変わるが，いずれにしても，社会の成員が相互
に互換的な立場にあるとする市民社会の理念像とはほど遠い状況にあったのが， 「19世
紀市民社会」である。
したがって，歴史的にみれば，情報の送り手と受け手の分離なる状況は，必ずしも現
代に特有の状況とはいえない。 ヨーロッパ諸国では—国ごとに多少の違いがあるにせ
ょ—遅くとも 19世紀中盤には職業的ジャ ーナリズムが確立したといえよう 。 U本にお
いても，マスコミは， 「明治維新とともにスタートを切り，短時日のあいだに急速な発
展をとげた」8)。それと同時に，情報の入手を他者の情報発信に依存せざるをえないと
いう意味の•般人の情報弱者化は始まったといえよう 。 上にみるような構造をもつ「市
民社会」において有カジャーナリズムの体制イデオロギー装置化が進み， しかも様々な
言論規制が行われると9),表現の自由が憲法上の保障を得ても被支配階級は，疎外さ
れた情報の受け手にとどまるよりほかなかった。
資本の集中と新しいメディアの登場という20iせ紀に入ってからの表現活動をめぐる状
況の変化が，情報の受け手の疎外をより一層深刻にしたということは間遠いないであろ
うが，受け手の疎外自体は現代的な現象とはいえない。知る権利の主張を正当化する客
観的状況はすでに国家＝社会の近代化と*行して生じていたことになる。
(2) 知る権利と表現の自由との関係
知る権利を問題にしうる状況がありながら， 19世紀にそれが主張されなかったのは，
情報から疎外されている者は，自らが疎外されていること自体に気づくことがきわめて
困難であったからではないか。また，検閲制度に直面していたのが情報の送り手であっ
たことから，検閲をはじめとする言論規制が何よりも情報の送り手の権利制限の問題と
して捉えられるようになったことも知る権利が意識されなかった原因であろう。
すでに19世紀から客観的には存在しながら意識されることがなかった表現の受け手の
疎外状況に光を当てたのが，アメリカの新聞記者による知る権利運動であった。この運
動において，知る権利は2つの意味で論じられていたことになる。すなわち記者の知る
権利と読者の知る権利である。運動の担い手によって，政府による情報統制がマスコミ
8) 清水英夫ほか『新版 マスコミュニケーション概論」（学陽書房，2009年）10頁。
9) 参照， R= J =ゴールドスティーン『政治的検閲 19世紀ヨーロッパにおける」
城戸朋子 ・ 村 1 1 1圭— •郎訳（法政大学出版局， 2003年） 。
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の表現活動を制約することのみならず，ひいてはそれが国民の知る権利を制約すること
になる点が指摘されて，マスコミの言論活動が国民の政府情報を知る権利を充足するた
めには記者の知る権利が保障される必要があると主張され，政府の情報開示義務が主張
されたのである10)。
このように新聞記者の知る権利運動においては．表現の送り手の知る権利と受け手の
知る権利が視野に入っていたが，運動の主体が新聞記者であったから．主張の力点は前
者に置かれることになった。
1:本の憲法学説が知る権利に注目する重要なきっかけを与えたのもマスメディアが関
わった事件であった。最高裁が「知る権利」という言葉を初めて用いた博多駅テレビ
フィルム事件大法廷決定は．次のように述べている。「報道機関の報道は，民主主義社
会において．国民が国政に関与するにつき，重要な判断の資料を提供し，国民の『知る
権利』に奉仕するものである。したがつて．思想の表明の自由とならんで，事実の報道
の自由は．表現の自由を規定した憲法21条の保障のもとにあることはいうまでもない。
また，このような報道機関の報道が正しい内容をもっためには，報道の自由とともに．
報道のための取材の自由も，憲法21条の精神に照らし..,. 分尊重に値いするものといわ
なければならない」11)。本件では，直接には，裁判所のフィルム提出命令が放送局の報
道の自由および取材の自由の侵害にあたるか否かが争われ，そもそも事実の報道が表現
の自由を保障する憲法21条によって保障されるかということが争点となった。その際に．
みられるように．報道の自由の目的として国民の知る権利が位置づけられたのであるが．
この国民の知る権利自体は，憲法上の権利とされているわけではないし，憲法上保護に
値する利益といわれているわけでもない。受け手の知る権利については．悪徳の栄え事
件最高裁大法廷判決12)における色川反対意見が，「表現の自由は他者への伝達を前提と
するのであつて，読み，聴きそして見る自由を抜きにした表現の自由は無意味となる」
とし．「情報及び思想を求め，これを入手する自由は，出版．頒布等の自由と表裏一体，
相互補完の関係にあると考えなければならない」として，知る自由が憲法21条にいう表
現の自由に含まれると説示していたが，これと対照的に，博多駅テレビフィルム事件大
法廷決定は，報道の受け手＝情報のエンドユーザーの知る権利を何らかの理念とするに
とどまる。そのため，報道が知る権利に奉仕するものであることが，何故に「したがっ
10) 参照，千葉・前掲害188頁以下。
11) 最大決1969(昭44)・11・26刑集23巻11号1490頁。
12) 最大判 1969(昭44)・10・15刑集23巻10号1239頁。
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て」報道の自由が憲法21条の保障の下にあることを根拠づけるのかは明らかでない。そ
こでは，結局，知る権利に関しては，取材の自巾という報道機関の知る権利が 「憲法21
条の精神に照らし，十分尊重に値いする」という点が確認されたにとどまっている。
ところで，送り手と受け手の分離なる状況の下に「表現の自由を• •般国民の側から再
構成し，表現の受け手の自由 （聞く自由，読む自巾，視る自由）を保障するためそれを
『知る権利』と捉えることが必要になってきた」13)などといわれることが多い。また，
「知る権利は，表現の自由を 『受け手』の地位から再構成したものであり，それが憲法
21条に根拠を置く憲法上の人権であることは，学説・判例で広く認められている」14)と
いうような言説もしばしば目に入る。これらの言説は， 字義通りに受けとめようとする
と， きわめて不可解である。これらの言説が問題にしている知る権利は一般国民の知る
権利である。送り手の権利である表現の自由を再構成したものが一般国民という受け手
の権利になることは論理的にありえない。それは，人間を再構成してもターミネーター
にはなりえないのと同じである。送り手の権利は，「再構成」しても送り手の権利であ
ろう。表現の自由の再構成の所産として捉えることができるのは，アメリカのジャーナ
リストの知る権利運動によって主張され， 日本でもt専多駅テレビフィルム事件やその後
の外務省機密漏洩事件15)で問題となった取材の自由だけであろう。表現するためには
必要なことを知る権利が不可欠である。その意味で，知る権利は表現の自由に含まれる
ということも可能であろう。しかし，それはあくまで送り手の知る権利に妥当すること
であって，知る権利一般には妥当しない。
知る権利というものには，表現の送り手の知る権利と受け手のそれとがあり，両者を
同日に論じることができないとすれば，知る権利と表現の自由との関係も・一義的に論じ
ることはできない。通常知る権利といえば一般国民＝受け手の知る権利をいい，そのよ
うな知る権利と表現の自由との関係は，悪徳の栄え事件の色川反対意見がいうような相
互前提関係であって，〈知る権利E表現の自由〉という包含関係ではない。したがって，
ここで検討した知る権利は，いずれも憲法21条に根拠を求めることができようが，根拠
付け方は同様ではありえない。送り手の知る権利は，表現の自由に含まれるものとして
同条に根拠をもち，受け手の知る権利は，送り手の表現の自由と相互前提の関係にある
がゆえに憲法21条がそれを当然の前提とするという意味で，同条に根拠をもつといえよ
13) 芦部 『憲法 〔第4版〕l 166頁。
14) 戸波江二 「憲法 〔新版〕』（ぎょうせい， 1998年）242貞。
15) 最 小ー決 1978(昭53)・5・31刑集32巻3号457頁。
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う。このような違いがあるにもかかわらず 〈知る権利＝表現の自由の再構成〉とする抽
象的な弁証は，論者の意図はともかく，知る権利の物神化を促進し，それぞれの知る権
利の固有の問題（後述）を不明瞭にするおそれを芋んでいるといわなければならない。
4 知る権利は複合的性格の権利か？
(1) 知る権利の3つの性格？
表現の送り手の知る権利およびその受け手の知る権利が，憲法21条が保障する表現の
自由とそれぞれ論理的に関連するにしてもそれらも表現の自由と同様に自由権である
というわけではない16)。情報を受けとる権利が情報の受領や収梨を妨害されない権利
（自由権）の性格を有することはいうまでもない。しかし，梢報の多くは，公的あるい
は私的に管理されている。情報の開示がその管理権者の自由な判断に委ねられるなら，
知る権利はまったく他律的な法益となり，これを権利ということはできなくなる。そこ
で，知る権利には，妨害排除請求権という性格のほかに情報開示請求権という作為請求
権の性格もあると考えなければならないことになる。
知る権利の法的性格に関して，芦部は 「積極的に政府情報等の公開を要求することの
できる権利であり，その意味で，国家の施策を求める国務請求権ないし社会権 （国家に
よる自巾）としての性格をも有する」17)という。同様の指摘は，他の論者にも多くみら
れるが，この場合に指摘されているのは，上述の作為請求権的性格であり，社会的弱者
の権利という意味ではない。したがって，知る権利が社会権的性格を有するというのは
ミスリ ーディングあろう 。ともあれ，知る権利には，通常いわれる意味での自由権とは
相反する性格があるということには異論がない。
さらに，知る権利の性格としては，以上2つのほかに参政権的性格があるという指摘
がこれまたよくみられる。たとえば芦部は，次のように述べる。「知る権利は， 『国家か
らの自由lという伝統的な自由権であるが，それにとどまらず，参政権（国家への自
由）的な役割を演ずる。個人はさまざまな事実や意見を知ることによって，はじめて政
治に参加することができるからである」18)。「参政権的な役割」という微妙な表現がな
されているが，この記述の見出しは「知る権利の法的性格」となっている。
16) 表現の自由にしても，文字どおりに単なる自由権といってよいかは，問題であろ
う。自由の意味も決して自明とはいえない。
17) 芦部『憲法〔第4版〕l 166頁。
l 8) 同前。
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こうして，知る権利には，自由権，社会権，参政権という 3つの性格があるといわれ
ることが多いのであるが，参政権的性格の所以が上の引用のとおりであるとすると，知
る権利の性格は，必ずしもこれら 3つには限られないであろう。実際，そのような指摘
をする見解もみられる。たとえば，石村善治は， 「憲法25条の 『健康で文化的な最低限
度の生活を営む権利jは物質的生活資料の保障だけでなく，個人の生活を維持するに足
る情報・知識を収集•取得する権利を含んでいる」， 「憲法26条も， 生活の前提となる教
育に関する情報として，知る権利の根拠となる」，「平和に生きる権利の根底にも， 平和
や戦争に関する梢報，あるいは軍事情報に対する知る権利があると考えられる」， 「学
問・研究の前提には，情報・知識の収集が存在しなければならない。したがって憲法23
条も，知る権利の根拠となりうる」などと指摘する19)。さらにこの謂いに倣えば，賢
明な財産運用をするためには商品やサービスに関する情報が必要であるから，憲法29条
も知る権利の根拠となるということもできるであろう。
ごく抽象的にみれば，およそ人間の活動は頭脳における情報処理に基づいて行われる。
したがって，人間の営みは，すべてそれぞれの営みに必要な情報の受領や収集を不可欠
の前提とする。それゆえ，知る権利は，人間の営みとかかわる人権すべての行使に不可
欠の権利であるということがいえる。
しかし，このことから，知る権利に自由権的性格，社会権的性格のほかに，参政権や
経済的自由，学問の自由，学習権， 生存権等々の法的性格があるといってよいのであろ
うか。法的性格というカテゴリーがあまりにも無造作に使われているのではないか。た
とえば参政権的性格があるという指摘が述べていることは，知る権利の性格ではなく，
対象となる情報の性格によって規定される知る権利の効用にすぎない。知る権利によっ
て国政情報を入手することが政治参加に不可欠であることをいうにすぎない。このよう
な権利の効用を自由権 （妨害排除請求権），社会権 （作為請求権）という権利の性格と
並列することは，論理的混乱である。これは，「権利の性格」という 言葉の使い方如何
という便宜的な問題ではなく，避けるべき混乱である。
(2) 私人の対公権力情報開示請求権
表現の送り手と受け手の分離なる現代的状況を念頭に置いて知る権利を理解する視角
には，公権力の存在が入らない。しかし，実際には，マスメディアの取材の自由の問題
19) 石村善治「知る権利と情報公開」石村善治『言論法研究I1 (信Il社， 1993年）
36-37頁。
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においてとくに政府情報へのアクセスが問題となるように，知る権利は，表現の送り手
対受け手という社会関係 （コミュニケーション関係）においてのみならず，情報管理者
としての公権力対マスメディア，あるいは情報管理者としての公権力対•般国民という
社会関係においても問題になりうる20)。いうまでもなく，それぞれの社会関係は，畏
なる法的関係として現れる。そこにあらわれる情報開示請求権は，抽象的には作為請求
権（公権力にその保持・管理する情報の開示をさせる権利）として同一のものといいう
るであろうが，憲法上の根拠や法的効果まで同一のものとみることは妥当であろうか？
繰り返しになるが，マスメディアが政府情報にアクセスする場合，その目的は報道で
あるから，アクセスする権利＝取材の自由は，報道の自由に含まれるといいうる。つま
り，この場合の知る権利は憲法21条に根拠づけられうる。
しかし，ジャーナリストならぬ私人が政府情報にアクセスする場合は，まさに知るこ
と自体が目的である。これは取材の自由の保護領域には含まれない。したがって，この
場合の知る権利は，マスメディアの知る権利のように憲法21条によって根拠づけること
が不可能である。また，この場合の私人は， 「表現」の受け手でもない。したがって，
この場合の知る権利は，表現の自巾の前提としての受け手の権利とみることもできない。
その意味でも憲法21条は根拠にならないのである。むしろその窓法上の根拠として挙げ
うるのは， 13条であろう 。国家や地方公共団体が保持・管理する公的消報を知ることは，
国民ないし住民としての個人の自己認識に不可欠であるという意味において，またその
ような惜報が単に有権者としての判断に不可欠であるばかりでなく，さまざまな憲法上
の権利行使に必要でもあることから知る権利はいわゆる基底的権利であるといいうる意
味において，私人の対公権力情報開示請求権は，憲法13条に根拠づけられるのである。
問題は，単に憲法上の根拠という点にとどまらない。一般に，公権力に対する情報開
20) そのほかにも知る権利は，私的な情報管理者対マスメディア，私的情報管理者
対一般国民という社会関係においても問題になる余地はあろうが，これは知る権利
の性格の問題というよりは，むしろ知る権利の私人間効力の問題というぺきであろ
う。したがって，ここでは以下に，問題の所在を確認するだけにとどめておく 。i肖
報は，権力の源泉となりうる。重要な情報の管理者は，単なる私人とはいえない，
社会的権力となる。そのような社会権力としての私人は，その情報管理に関して一
定の法的衰任を負うぺきとする議論は，たしかに 〈憲法＝ 自由の基本法〉という 古
典的な観念とは相容れない点があるであろう 。その点の恢重な考慮の必要性は否定
できないであろうが， しかし私的情報管理者に対する情報開示請求権をいっさい否
定することは，まさにその社会的権力性を拡大再生産することを意味する。
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示請求権は，自由権と異なり，法律による具体化を侯つべき権利であるといわれる。そ
の場合に問題の一つとなるのは開示すべき情報の範囲である。この問題を考える際に，
憲法21条によって根拠づけられるマスメディアの知る権利＝情報開示請求権と憲法13条
によ って根拠づけられる私人の知る権利＝梢報開示請求権との違いを考慮する必要があ
るのではないか？ たとえば，前者に関しては，プライバシー権保護の必要を考怠しな
ければならないが，後者は，とくに本人情報に関してプライバシー保護の必要は考窟し
なくてよいはずである。また，本人情報であれば，法律がなくとも，憲法に直接甚づい
て開示請求することも考えうる。マスメディアの情報開示請求権と私人の情報開示請求
権とを一括し，さらにそれに 〈作為請求権＝抽象的権利〉という固式を押しつけるのは，
問題点を幾重にも封じ込めることになる。
(3) 知る権利は 1つの権利か？
知る権利は，複合的な性格を有する 1つの権利として通常観念されるが，その場合に
いう自由権的性格と社会権的性格自体が相容れない性格であるはずである。そのことか
らして，これらを 1つの権利の巽なる性格とみることには重大な困難があるというべき
である21)。そのうえに，以上の瞥見から明らかなように，知る権利と称されている法
益は多様であり，それらは憲法上の根拠付けも異なり，同じ憲法21条を根拠にする知る
権利にもとくに表現の受け手の知る権利のように単なる自由権とみるべきかというこ
とが問題となるものもある。
してみると，そもそも知る権利を複合的な性格の 1つの権利と把握することは妥当な
のであろうか？ たとえば，知る権利の違憲審査碁準は何かと問うことは無意味であろ
う。マスメデイアの知る権利＝取材の自由を規制する立法の違憲審査基準と情報公開法
のような対公権力情報開示請求権を保障する立法の違憲審査墓準とを同日に論じること
は不可能であろう 。
情報の受領や収集の保護という内容の抽象的な同一性から「知る権利」とす甜総称さ
21) この点で， 40年前，奥平康弘が，表現の自由との関連においてだが，次のように
述べているのが注目される。「『知る権利」観念は，表現の自由というそれじたい包
括的な法体系のいろいろの側面をささえる一種のコングロマリットのようにおもわ
れる。一方では表現の自巾原理の支柱たる役割をにない，他方ではまた，マスコミ
実情に批判的な，かならずしも法的といえない現状打開イデオロギーたる性格をも
有する。その意味で単一の概念構成には，将来もなじまないのではなかろうか」
（奥平「『知る権利lの法的構成」ジュリスト449号49頁）。
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れる権利は，そもそもそれが主張される運動の文脈を反映して，多義的であった。その
多義性は表現の送り手と受け手の分離なる構図に押し込めうるものではなかった。多袈
的であることを承認せざるをえない知る権利をあえて一つの権利とし，その多義性を
つの権利の複合的性格として把握することは，法的議論に無用の混乱を招くばかりて
あったといえよう 22)。
5 むすび
権利・義務は，主体間の関係を規律する規範の主観的表現である。従来，学説は，広
い意味でコミュニケーション関係23)と呼べる多様な社会関係から生じた多様な権利を
「知ること」の保障という抽象的な同一性に基づき・僻個の 「知る権利」として扱ってき
た。本来，同一の権利とみるべきか問題となるはずのさしあたりは個別的というべき法
的利益の具体的な形態規定に対する無関心は，知る権利といういわば絶対的理念を創造
し，その解釈論を秘技と化してしまう。こうして，実践を志向していたはずの解釈は，
その志向にもかかわらず，実践から遠ざかってゆく面がなかったとはいえないであろう。
さまざまな混乱ないし弊害を招いているように思われる知る権利フェティシスム
(fetichisme)を乗り越えて，情報の受領や収集が問題となる諸関係を類型化し，類型ご
とに別個の権利問題として，これまでの知る権利問題を把握し直すことが必要であろう。
本稿は，そのための予備的作業であった。具体的作業は，他日を期することにしたい。
22) ちなみに， 2009年度新司法試験論文式試験問題出題趣旨は， 「知る権利は，表現
の自由との関係で位置付けられているが，本件の場合には，送り手の自由と受け手
の自由という関係でのものではない。むしろ，本問での知る権利は，憲法第13条の
幸福追求権に位置付けられている自己情報コントロール権に基づく情報開示請求権
といえる」と述べている。ここから察するに，多くの答案が「知る権利は表現の自
由に含まれる」と しで怪しむところがなかったのであろうと思われるが，学説にも
この結果の責任の一端があるというべきであろう。
23) 英語でもフランス語でも communicationという言葉には，意思の疎通，通信と
いう意味のほかに，文書の提出，閲覧，貸出しという意味もある。
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